
 

 

一般財団法人土浦市産業文化事業団財務規程一般財団法人土浦市産業文化事業団財務規程一般財団法人土浦市産業文化事業団財務規程一般財団法人土浦市産業文化事業団財務規程    

（平成２９年５月１２日規程第７号） 

 

 （目的） 

第１条 この規程は，一般財団法人土浦市産業文化事業団（以下「事業団」という。）の財務及び会計

に関し経理の統一的処理を通じて，その財政状況及び経営成績を明確に把握し，事業の能率的運営の

推進に資することを目的とする。 

 （会計処理の原則） 

第２条 事業団の会計は，法令，定款及び本規定の定めによるほか，一般に公正妥当と認められる会計

の基準その他の会計の慣行に従うものとする。 

２ 財務諸表等は，会計帳簿に基づいて，収支及び財産の状況に関する内容を明瞭に表示するものでな

ければならない。 

３ 会計処理の原則及び手続き並びに計算書類の表示方法は，事業年度ごとに，継続して適用し，みだ

りに変更してはならない。 

 （会計年度） 

第３条 会計年度は，４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 （会計年度所属区分） 

第４条 収入及び支出の発生並びに資産，負債及び正味財産の増減又は移動の所属年度は，その原因と

なる事実の発生した日の属する会計年度とし，これにより難い場合は，その原因となる事実を確認し

た日の属する会計年度とする。 

 （会計区分） 

第５条 事業団の会計は，一般会計及び特別会計とする。 

 （会計伝票） 

第６条 会計の処理は，取引発生の都度，全て収入伝票，支出伝票又は振替伝票（以下「会計伝票」と

いう。）を発行し，帳簿に記録する。 

 （帳簿） 

第７条 事業団は，次の主帳簿を備えるものとする。 

（１）仕訳帳 

（２）総勘定元帳 

２ 事業団は，主帳簿のほか次に掲げる帳簿を備えるものとする。 

（１）収支予算の管理に必要な帳簿 

（２）固定資産台帳 

（３）基本財産明細帳 

 （帳簿の照合） 

第８条 総勘定元帳は，毎月末日における補助簿の金額と照合して，誤りのないことを確認しなければ

ならない。 

 （帳簿書類の保存期間） 

第９条 会計書類の保存期間は，次のとおりとする。ただし，法令に定める保存期間がこれを超えるも

のについては，その定めによる。 

（１）決算書類 １０年 

（２）収支予算書，会計帳簿及び計算書類 １０年 

（３）その他の書類 ５年 



 

 

２ 保存期間は，会計年度終了の時から起算する。 

３ 会計書類を処分するときは，理事長の承認を得なければならない。 

 （事業計画及び収支予算） 

第１０条 理事長は，毎会計年度開始前に当該年度の事業計画案及びこれに基づく収支予算案を作成し，

評議員会及び理事会に提出し，評議員会の同意及び理事会の議決を経るものとする。 

 （予算の内容及び区分） 

第１１条 予算は，当該事業年度において見込まれる全ての収入及び支出から構成されるものとする。

なお，借入金の限度額及び当該年度を超えて支払うことになる債務負担行為額については，これを収

支予算書に注記するものとする。 

２ 前項の収入支出予算は，その性質及び目的に従って大科目及び中科目に区分し，執行に当たっては，

さらに小科目に区分して行う。 

 （予算の執行） 

第１２条 理事長は，決定された予算の執行に当たっては，最大限の効果が得られるよう努めなければ

ならない。 

２ 理事長は，予算内の支出に充てるため，予算に定める限度額の範囲内において，一時の借入れをす

ることができる。 

 （予備費） 

第１３条 予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため，予備費を設けることができる。 

 （決算） 

第１４条 理事長は，毎会計年度末をもって，次に掲げる書類を作成し，２か月以内に監事の監査を経

て，評議員会及び理事会に提出し，評議員会の同意及び理事会の議決を経るものとする。 

（１）事業報告書 

（２）貸借対照表 

（３）正味財産増減計算書 

（４）収支（損益）計算書 

（５）剰余金計算書又は欠損金計算書 

（６）剰余金処分計算書又は欠損金処理計算書 

（７）財産目録 

（８）その他必要な書類 

 （出納責任者） 

第１５条 出納責任者は，事業団事務局長とし金銭の出納に関する事務を行う。 

 （金融機関の指定及び変更） 

第１６条 事業団の預金又は預託金の口座を設ける金融機関（以下「取引金融機関」という。）の指定

及び変更は，理事長が行う。 

 （収入金の保管） 

第１７条 収入金は，速やかに取引金融機関に預金するものとし，直接これを支払資金に充ててはなら

ない。 

２ 金銭の出納及び保管は，本部にあっては事務局長，管理事務所にあっては所長の責任において行う。 

 （物品の範囲） 

第１８条 物品とは，現金，有価証券及び資産物品を除く全ての動産をいう。 

２ 物品は，次のとおり区分する。 

（１）備品 

（２）原材料 

（３）賄材料 



 

 

（４）貯蔵品（消耗品等） 

（５）不用品 

 （物品の保管責任者） 

第１９条 物品の保管責任者は，本部にあっては事務局長，管理事務所にあっては所長とする。 

 （物品の管理） 

第２０条 物品の保管管理者は，帳簿を備え，受払及び残高を常に明確にしなければならない。 

 （物品の購入） 

第２１条 物品の購入は，担当者において購入伺い（契約書等を含む。）を作成し，発注する。 

 （物品の売却等） 

第２２条 物品の保管管理者は，次の各号に掲げる物品の払出について，その決定があったときは，そ

の決定に係る書類により，不用品払出書を作成し，当該物品を払い出さなければならない。 

（１）売却のため払出す物品 

（２）贈与若しくは寄付又は交換のため払い出す物品 

 （不用品の処理） 

第２３条 物品の保管管理者は，その保管に係る物品で不用又は使用に堪えなくなり，その処分を適当

と認めるときは，当該物品の売却その他必要な手続きをとらなければならない。ただし，売却しても

その価額が売却に要する費用を超えないもの，買受人がないもの，その他売却を不適当と認めるもの

については，これを破棄することができる。 

２ 物品の保管管理者は，前項の規定による物品の廃棄の決定があったときは，その決定に係る書類に

より，不用品廃棄処分調書を作成し，当該物品を払い出さなければならない。 

 （取引先調査） 

第２４条 取引の開始に当たっては，事前に十分な信用調査を行い，常務理事の決裁を受けるものとす

る。 

 （物品の棚卸） 

第２５条 物品は，毎事業年度末に棚卸しを行うものとする。 

 （剰余金及び欠損金の処理） 

第２６条 剰余金の処分は，基本財産に積立てるか又は時期繰越金とする。 

２ 欠損金は，前年度繰越金のある場合は，これを取り崩して補てんし，なお，不足する場合は，翌年

度繰越欠損金として処理する。 

 （規則の準用） 

第２７条 この規程の定めのないものについては，土浦市会計規則（平成２０年土浦市規則第１５号）

を準用する。 

 （臨時措置） 

第２８条 この規程に定めのない財務会計上の措置については，別に定めのあるものを除き，常務理事

の指示するところによる。 

 （委任） 

第２９条 この規程の施行に関し，必要な事項は理事長が定める。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成２９年５月１２日から施行する。 

 （一般財団法人産業文化事業団会計規程の廃止） 

２ 一般財団法人産業文化事業団会計規程（昭和４８年規程第７号）は，廃止する。 

 


